
 

平成 29 年 第 3 回浜松市議会定例会 

代表質問及び浜松市答弁 

 

 質問者 市民クラブ 鈴木唯記子  

 

質問 答弁 

１ 税財政について 

今後、人口減少、高齢化が更

に加速する中、市税の減少、国、

県への依存財源が膨大になり、

緊迫していく状況が予想され

る。将来を見据えた財政運営に

ついて本市のビジョンを以下

２点伺う。 

 

(1) 地方交付税と財政運営につ

いて 

合併を行った団体に対する合

併算定替え期間は 10 年、その後

５年間は経過措置として普通交

付税の交付額が段階的に縮減さ

れる。  

 ア 地方交付税の現状と課題

及び財政運営について見解

を伺う。 

 イ 経過措置１年目となった

平成28年度と本年度の影響

額、今後の見通しについて伺

う。 

 

(2) わかりやすい税金の通知に

ついて 

財源の根幹を成す市税である

が、過誤納金が発生していると思

われる。 

ア 平成28年度の過誤納金の

総額及び件数を伺う。 

イ 過誤納金が発生した場合、

還付充当通知書で、納税者に

連絡される。この通知書を見

ると、過誤納金の発生の記載

後すぐに「不服がある場合」

とある。全体的に税金の通知

１(1)ア 鈴木市長 

地方交付税の現状と課題及び財政運営については、平成 29 年度の地方

交付税の交付金額は 202億円と前年度と比べ 15億円の増額となっており、

必要な一般財源の総額は確保されている。一方、地方財源不足への対応を

臨時財政対策債によって賄っている現状については、平成 29 年度の臨時

財政対策債への振替額は 230 億円で県費負担教職員の権限移譲に伴う影

響を加味しても、前年度に比べ 134億円増額しており、市債残高削減の取

組みと健全財政の維持に大きな支障となっていると認識している。こうし

たことから、国に対しては、地方交付税の法定率の引き上げによる交付税

財源の確保と臨時財政対策債の廃止を引き続き要望していく。また、人口

減少・少子超高齢化対策やインフラの老朽化などの行政課題にも適切に対

応できるような強固な財政基盤を築くため、民間活力の導入など更なる歳

出の効率化を図るなど、規律ある財政運営に取り組んでいく。 

 

１(1)イ 松原財務部長 

 合併算定替制度は、合併を行った団体に対する普通交付税について、新

団体の交付基準額である一本算定と、合併前の旧団体の交付基準額の合計

である合併算定替を比較し、いずれか大きい額が交付される制度である。

合併算定替は、合併後 15年間適用され、平成 28年度からの 5年間は、経

過措置として段階的に縮減されるが、指定都市である本市は、基準財政需

要額が合併算定替よりも一本算定が上回ることから縮減の影響はなかっ

た。また、平成 29年度からは、県費負担教職員の事務権限の移譲により、

今年度以降は一本算定が上回る見込みであるので、今後も影響はない見込

みである。 

 

１(2)ア、イ 堀内税務担当部長 

 まず、1つ目の平成 28年度の過誤納金は、全体で件数が 24,000件、金

額は約 9億５千万円で、ここ数年同様の状況である。 

 次に、2つ目の還付充当通知書の書式の変更については、市税の過誤納

金が発生する主な原因は、納税者が当初課税以降に申告書等を提出したこ

とにより税金が減額となった場合や、二重納付等による税金の過払いによ

るものである。様々な原因で税額を変更した場合には、納税者に税額の更

正のお知らせ文書を郵送し、その後に還付や充当する旨を記載した還付充

当通知書を郵送している。このような手続きを進めるうえで、その通知の

表現が難しい、分かりにくいとのご意見もいただいており、還付充当通知

書を始めとした税金の通知について、できるかぎり市民の皆さまに分かり

やすい表現に見直していく。 
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は表現が難しくわかりにく

いとの市民の意見もあるが、

書式を変更する考えはない

か伺う。 

 

 

 

 

 

２ 大河ドラマとその後の対応

について 

(1)大河ドラマ館の入場者数は、

当初目標を４カ月早く達成した。

今後、最後まできめ細かな運営を

していくためにも新たな目標を

設定することが必要ではないか

と考える。目標の上方修正と今後

の運営についてどのように考え

ているか伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)今年の大河ドラマ「おんな城

主 直虎」の放送に始まり、来

年は国際ピアノコンクール、ラ

グビーワールドカップ等々、観

光だけにとどまらず、文化・ス

ポーツ関連でも今後、多くの観

光客が本市を訪れることが予想

される。しかし、今回の大河ド

ラマ放送を機に、公共交通機関

を利用し、本市に初めて来た人

が、浜松駅からドラマ館以外の

目的地まで向かうのにわかりに

くく、苦労するという話を耳に

している。その原因で一番多い

のは、案内や誘導の看板が少な

いことが挙げられる。放送終了

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２(1) 鈴木市長 

 大河ドラマ館は去る 9 月 3 日、当初の来館目標者数の 50 万人を 4 ヵ月

以上早く達成した。知名度がない井伊直虎が主人公でありながら、ドラマ

館が好調である要因は、開館前からの事前周知や誘客宣伝活動の成果に加

え、官民一体で組織した「おんな城主 直虎」推進協議会を中心とした、

地元企業や団体、観光ガイド、市民ボランティアなどのご尽力の賜物であ

り、浜松の総合力の高さを示すものである。 

 目標としていた 50 万人は、過去の大河ドラマ館同様、事業の成否を分

ける数字として設定したものであり、達成を弾みとしてさらに上積みして

いきたいと考えている。 

 今後の運営については、大河ドラマの展開にあわせたリニューアルを実

施し、初めて来館される方はもとより、リピーターの方も楽しめるドラマ

館として PR を行うとともに、直虎ゆかりの自治体との連携事業や賑わい

創出イベントなども実施していく。 

 これから行楽シーズンを迎えることから、引き続きオール浜松体制で誘

客に取り組んでいく。 

 

２(2) 佐藤産業部長 

 JR 浜松駅周辺の案内看板については、インバウンドによって急増した

中国や韓国等からの旅行者の受入れ態勢整備の一環として、平成 24、25

年度の 2 ヵ年において、案内サイン 38 基、拠点サイン 2 基、矢羽式サイ

ン 30 基及び音声案内サインを整備している。これは、日本語と英語の 2

ヵ国語、もしくはポルトガル語を加えた 3ヵ国語表記であったものを、観

光客向けのサインについて、中国語と韓国語を併記した 5ヵ国語表記とし

たものである。今後において、ユニバーサルデザインに配慮した視認性や

分かりやすさ、デザインの統一等の検証を行う中で、表示や改修が必要な

箇所について、再整備を検討していく。 

 次に、浜松駅周辺の回遊性の向上について、JR浜松駅周辺のエリアは、

ここ数年、歩行者通行量が回復基調にあり、また、昨年度、ソラモの土日

祝日のイベント等による稼働率が初めて 100%となる等、駅周辺への来街

者は総じて増加傾向にある。こうしたことから、駅周辺から浜松城や東照

宮等中心市街地周縁部への歩行導線の構築が必要となっているので、商業

団体等とも連携して新川モールの再整備など回遊性の向上に繋がる施策
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後、様々な目的で本市を訪れる

人達がわかりやすいよう整備し

ていく必要があると考える。 

また、本市は、ブラジル人をは

じめ、多くの外国人が暮らしてい

る。そこで、英語やポルトガル語

など外国語を併記した、誰もがわ

かりやすい案内看板などを設置

する考えはないか伺う。また、今

後、浜松駅周辺の回遊性を高める

ための、導線づくりをどのように

考えているか伺う。 

 

 

 

 

 

３ ビーチスポーツの聖地に！ 

これまでも質問してきた「浜松

市をビーチスポーツの聖地

に！」。その後も各協会、競技者

から意見を聞き、改めてビーチス

ポーツの効果と必要性を認識し

ている。 

本市は立地に恵まれているた

め、施設を整備していけば大会誘

致が可能である。そこで以下２点

について伺う。 

 

(1)取り組みと体制づくりについ

て 

事業展開していくには、組織的

にブランド戦略化することが重

要であると考える。そのために必

要となる体制づくりの方針と、マ

リンスポーツの聖地に！という

市長の熱い思いを伺う。 

 

(2) 施設整備について 

大会誘致のためには施設整備

が必要となってくる。好立地にあ

る中田島砂丘入口の公園スペー

に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３(1) 鈴木市長 

 本市では、昨年度から、遠州灘や浜名湖などの魅力ある資源を活用した

マリンスポーツの振興について、研究を続けてきた。この経緯を踏まえ、

本年度から、本市を「マリンスポーツの聖地」と位置付け、シティプロモ

ーションに取り組むこととした。年度内に、関係機関、競技団体等で構成

する、マリンスポーツ推進協議会を設立し、官民一体となった連携を進め

ていく。 

 今後においては、市民の機運醸成、必要となる環境づくりのほか、多方

面からのアプローチにより魅力を発信することで、遠州灘や浜名湖のブラ

ンド力を高め、スポーツ振興や観光誘客による交流人口の拡大につなげて

いく。 

 

３(2) 新村花みどり担当部長 

 現状では、遠州灘海浜公園の中田島中地区は中田島砂丘への入口や浜松

まつり会館のある公園として、多くの観光客に利用いただくと共に、グラ

ンドゴルフ場として活用されている。また、江之島地区は、浜松市総合水

泳場トビオのオープンに合わせ、江之島水泳場競技用 50ｍプールを平成

20 年度に利用を停止すると共に、水泳場の中央部分にアーチェリー場を

整備し、東側の 25ｍプールと児童プールを無料開放している。閉鎖中の

競技用 50ｍプールと観客席は、今後すべて撤去し、東側芝生広場と屋内

プール跡地を含め、公園にふさわしい施設に再整備し、海岸地域の活性化

に取り組んでいく方針である。 

 施設の設置については、ビーチスポーツの競技人口や実態を把握し、利

用者の要望を踏まえたうえで、中田島中地区は既存の利用を妨げないか、

また江之島地区は、今後策定する再整備計画の中に盛り込めないか、設置



（ 7 枚中 4 枚目） 

質問 答弁 

スや、江之島水泳場は施設整備に

は最適であると考えるが今一度、

整備についての考えと状況を伺

う。 

 

 

 

 

 

４ はまホールについて  

本市は「音楽のまちづくり」を

掲げ、国際レベルから市民レベル

に至るまで、数多くの施策を続け

てきた。市内にある音楽施設は、

多くの音楽関係者・学生に利用さ

れている。 

そのような中、はまホールは、

平成27年３月末に休館。その後、

設置された「はまホール検証検討

会」の提言のもと「浜松市市民文

化創造拠点施設基本構想」が作成

された。しかし、建設予定地には、

発掘工事計画がある元城小跡地

も含まれており工期の予測が難

しい。そこで以下２点について伺

う。 

 

(1)そもそも、予定地は適地であ

ると言えるのか疑問である。浜

松城公園が適地である根拠につ

いて伺う。 

 

(2)多くの市民に親しまれた、は

まホールだからこそ市民が納得

のいく明確な理由を示す必要が

あると考える。はまホールを現

在の場所に建替えない理由につ

いて伺う。 

 

 

 

 

に向けて比較検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 鈴木副市長 

 1 点目と 2 点目について。はまホールについては、平成 27 年度に「は

まホール検証検討会」を設置して今後のあり方について検討を行った。検

討会では、はまホールと同等のホールの新設が望ましいとの結論に至ると

ともに、市が都市の将来像として掲げる「創造都市」にふさわしい施設と

すべきとの提言をいただいた。この提言を重く受け止め、創造都市施策の

中で市民の文化創造拠点として位置付け、新設整備を進める方針を示すと

ともに、現状分析及び市民ニーズなどの基礎調査を実施し、市民文化創造

拠点施設基本構想を策定した。構想においては、市民文化創造拠点施設を

単なるはまホールの代替としてではなく、創造都市実現に向けた戦略的投

資と位置付け、創造都市拠点機能の導入や、複合化による付加価値の創出、

都心まちづくりへの波及効果などが見込める施設とする方針を基本的な

考え方に据え、それらを具現化できる候補地として浜松城公園の賑わいと

交流ゾーンを選定した。浜松城公園は、本市の都市としての歴史的なルー

ツであるとともに、文化施設・自然環境・市民交流の場が集積した都市の

顔である。整備にあたっては、土地が持つ歴史的な背景を大切にしながら、

都市まちづくりの観点や、交通・駐車場といった来訪者の視点も含めて、

総合的に考えることが重要になる。こうしたエリア計画を、市民の皆様と

一緒に時間をかけて作り上げることで、市民が誇りに思う「シビックプラ

イドの拠点」としていきたいと考えている。このような戦略的投資として

高い効果が見込める市有地は、はまホール敷地を含めた中でもほかに無い

ことから、同地を候補として選定している。 
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５ 部活動について 

教職員の仕事は多岐にわたり、

複雑化・多様化する課題が集中し

ている。本市では学校教育活動の

一環である中学校部活動に殆ど

の生徒が入部し、教職員が指導し

ている。部活動で学ぶことは多

く、重要であると認識しているが

教職員の長時間勤務に拍車をか

け、本来の学校教育の形態が損な

われているのではないか懸念さ

れる。そこで、以下２点について

伺う。 

 

(1)人材バンクと外部コーチにつ

いて 

本市における人材バンクと外

部コーチ導入の現状について伺

う。 

 

(2)クラブチーム制について 

現在の中学校部活動をクラブ

化し、生徒も教職員も選択する

ことができる仕組みに変えてい

くことが必要であると考えるが

どうか伺う。 

 

 

 

 

 

６ 自転車について 

交通事故の件数は年々減少し

ているが、自転車と自動車による

事故の減少率は極めて低い。自転

車は「軽車両」でありハード整備

も含め、ルールとマナーの徹底を

図り、悲惨な自転車事故を無くす

ことができないか。以下４点伺

う。 

 

（1）自転車運転免許制度導入につ

５ 花井教育長 

 1点目と 2点目について、教育委員会として、部活動指導ができる人材

を集めた「人材バンク」は設置していないが、「外部コーチ」として市内

49 中学校では、中学校体育連盟に登録した 197 名の「外部指導者」が活

動している。平成 28年度末、国は、学校教育法施行規則の一部を改正し、

新たに「部活動指導員」を定義した。これを受けて本市においても、指導

や大会引率を単独で行うことができる部活動指導員の制度の整備などを

検討している。部活動は、学校の教育活動の一環として大きな意義や役割

を果たしている。その一方で、子供たちの健康面や教員の多忙化の面から、

多くの課題があることも事実。今後、部活動指導員の制度が学校や地域に

定着していく中で、充実した部活動指導ができる人材の発掘も進んでいく

ものと思われる。それにより、議員ご指摘の「クラブチーム制」のような、

多くの大人が継続的に子供たちに関わる体制づくりが進むことも可能と

なり、子供たちの競技力向上や教員の負担軽減などの効果が期待できるも

のと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６(1) 花井教育長 

 1点目について、高校生の自転車事故については、被害に遭うだけでは

なく、加害者となるおそれもあり、事故防止のための取組の必要性を感じ

ている。市立高校では、4月に新入生全員を対象として自動車学校教習コ

ースを利用したサイクルマナー教室を実施したり、ヘルメット着用の啓発

や街頭指導等に取り組んだりすることにより、交通安全意識の醸成に努め

ている。議員からご提案の自転車運転免許制度導入については、すでに実

施している全国の取組状況を調査し、その成果や課題等について研究して

いく。 
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いて 

交通教室は実施されているが、

高校生の年間自転車事故件数は

60歳以上の自転車事故総数より

多い現状にある。道路交通法やル

ール、技術をしっかりと学んでか

ら道路を走るべきと考え、まず

は、市立高校に自転車運転免許制

度を導入してはと考えるがどう

か伺う。 

 

（2）浜松駅北口自転車走行につい

て 

通勤通学時間帯で浜松駅周

辺、特に北口では歩行者と自転

車の接触事故が多いと聞く。 

ア 北口周辺の現状把握につ

いて伺う。 

イ 混雑時は非常に危険な状

態と認識している。そこで、

安全を確保するための検討

をしてはどうか、考えを伺

う。 

 

（3）自転車走行空間の整備と見え

る化について 

自転車の安全を考えると、自動

車と自転車の分離をして自転車

道を整備すべきだが、市内に一部

あるものの現実的には難しい状

況にある。そこで、自動車運転手

に自転車を意識してもらうなど

効果が期待できる自転車専用の

路面標示を高校生が多く通学す

る道路に実施してはと考えるが

どうか伺う。 

 

（4）駐輪スペースの確保について 

他都市では、朝６時から駐輪場

の整理が開始されることにより

スムーズに駐輪できている事例

がある。これらに鑑み、放置自転

 

６(2)ア、イ、(3)(4) 井ノ口技術統括監 

 2点目について、まず、1つ目の北口周辺の現状把握について、JR浜松

駅周辺は、市の中心エリアとして、駅を利用する人だけでなく、一日を通

して多くの人や自転車が輻輳する地域である。特に、駅北口では、通勤通

学時間帯において歩行者の混雑が激しく、その中を自転車による「すり抜

け走行」など、危険な行為が見られる状況にある。当該エリアにおける直

近 3年間の歩行者と自転車の人身交通事故件数は、事故統計によると、平

成 26 年に発生した 1 件。しかし、特に、通勤通学時間帯においては、歩

行者と自転車の接触が危惧される状況にあると認識している。 

 次に、2 つ目の安全確保の検討について。今回、ご質問の JR 浜松駅北

口の歩道空間は、JR 敷地と市道が連続した状態であり、通行ルール等が

徹底されていない状況になっている。このため、多くの自転車が自己の判

断に基づき通行していることから、歩行者と自転車の双方にとって危険な

環境と言える。市としては、こうした状況を踏まえ、歩行者と自転車によ

る事故を未然に防ぐため、それぞれの施設管理者や警察等と連携し、当該

エリアの通行ルールの確認を進めるとともに、ルールに基づく注意喚起看

板の設置や関係団体等と連携した啓発活動の実施により、安全な通行環境

の確保に努めていく。 

 次に、3 点目。本市の自転車走行空間の整備については、平成 25 年 8

月に浜松市自転車走行空間等整備計画としてとりまとめ、自転車活用と走

行空間整備に係る基本構想と整備体系を構築し、基本方針や自転車ネット

ワークを定めている。本市の自転車走行空間の整備方針としては、国の自

転車利用環境創出ガイドラインに示された整備形態の 1つである、車道の

左端に軽車両である自転車の走行位置を示し、自転車が車道内に混在する

ことを注意喚起するための矢羽根型路面表示を設置することとしている。

今年度は、整備計画の内、自転車交通量が多く、交通事故も多い市中心部

の重点整備モデル路線の内、伝馬町交差点から市役所前交差点までの区間

を整備予定であり、来年度は、市役所前交差点から下池川町交差点までの

区間を整備予定。また、その他の路線についても、段階的に整備を進めて

いく。今後も安全で快適な自転車走行空間の整備を進め、自転車利用者の

安全確保に努めていく。 

 次に、4点目。本市では、民間事業者への業務委託により、浜松駅周辺

の 15 箇所の自転車及び自動二輪駐車場と放置禁止・規制区域において放

置自転車対策を行っている。朝 7 時 30 分から、2 名 1 組の最大 5 班編成

10 人で複数個所を巡回しながらの業務となっていることから、駐輪場内

においては、通路に放置された自転車の整理・整頓や、注意を促すステッ

カー等の設置などが主な業務となっている。そのため、早朝の駐輪場利用

者に適正利用を働き掛ける取組みが十分に行われていないと考えられる。

今後は、駐輪場の運用が円滑に行われている他都市の事例等も参考に、現

在の利用実態を踏まえた業務内容の見直しも検討し、駐輪場がスムーズに

運用されるよう努めていく。 



（ 7 枚中 7 枚目） 

質問 答弁 

車対策、駐輪場スペース確保の観

点から、自転車監視員の配置時間

等を見直すべきと考えるがどう

か伺う。 

 

 

 

 

 

７ 中山間地域活性化施策につ

いて 

過疎・高齢化が進行する中山間

地域において、移住促進や企業誘

致を進めていくためには、インタ

ーネット環境を整えていくこと

が大変重要である。また、これま

で空撮やインフラ点検などに使

われてきたドローンも有効に活

用すれば、地域住民の利便性向上

につながると考え、以下２点につ

いて伺う。 

 

(1) インターネット環境の整備

について 

中山間地域におけるインター

ネット環境の現状と、今後の整備

方針について伺う。 

 

(2) ドローンの可能性と今後の

見込みについて 

今年５月、ドローンによる佐久

間病院での医薬品運搬実証実験

が行われた。今後、医薬品だけで

なく様々な物品の搬送が可能に

なれば、中山間地域の活性化につ

ながると考える。そこで、現状と

今後の活用についての考えを伺

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７(1) 山名企画調整部長 

 現在、本市でのインターネットの使用は全域で可能だが、中山間地域に

おける超高速ブロードバンドの整備は一部の地域のみとなっている。ほと

んどは ADSL 網など、いわゆる電話回線を利用した通信サービスを利用し

ているため、通信速度や容量において格差が生じている。この様な中、目

覚ましい技術革新により、近い将来、無線通信においても有線と同等の速

度が見込まれるようになることから、国では 2020 年に向けて、こうした

高速無線通信システムの実現を目指すこととしている。本市としても、過

疎化、高齢化の進む中山間地域における ICTの活用は、地域課題の解決に

大きく貢献するものと期待する中で、インターネット環境の整備は大変重

要であると考えている。そのため、今年度、超高速ブロードバンド未整備

地域におけるインターネットの接続環境について、地域特性に応じた最適

な整備手法の研究を始めており、今後は、この研究結果を踏まえ、中山間

地域における施策や事業の推進に活かしていく。 

 

７(2) 山下市民部長 

 本市では平成 28 年度より、中山間地域におけるドローン等無人航空機

の活用に向けて、浜松ドローンイノベーション会議を開催し、講演会やデ

モフライト見学会、実証実験などを実施してきた。今年 5月には、医療分

野への応用研究を目指す浜松医科大学、ドローン・AI の普及に取り組む

民間企業と本市との三者で協定を締結し、佐久間病院と浦川診療所間で、

医薬品の運搬実験をスタートさせた。また 8月には、国土交通省浜松河川

国道事務所とも協定を締結し、天竜川上空をドローン利活用の研究に積極

的に活用していくこととした。今後もドローン・AI が、中山間地域住民

の暮らしを支え、新たな雇用の創出につながるよう、関係機関と連携しな

がら活用について研究していく。 

 

 


